
リスク管理型の水資源政策の深化・加速化について
～ 気候変動や災害、社会情勢の変化等を見据えた

流域のあらゆる関係者による総合的な水のマネジメントへ ～

提言 参考資料

令和５年１０月

国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会



③大規模災害・事故による水供給リスクの更なる顕在化

②水需要の変化と新たなニーズの顕在化

◆雨の降った日数の変化（全国）

【出典】経済産業省(令和5年6月)第14回産業構造審議会地域経済産業分科会
工業用水道政策小委員会資料をもとに水資源部にて作成

◆半導体生産拠点の整備拡張

上水、工水、農水を取水する施設で漏水よる水供給
支障が発生（農業用水は発生後76日後に全ブロック
通水、工業用水は104日後に通常受水）

矢作川における取水障害
令和４年

和歌山市水管橋の落橋による
断水 令和３年

棒グラフ（緑）：各年の日降水量1.0mm以上の年間日数（全国の51地点における平均で1地点あたりの値）
太線（青）：5年移動平均値直線（赤）：長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）

大雨の発生頻度は増加する一方で、無降水日も増加しており、雨の降り方
が極端化。将来においても無降水日の増加や降雪・積雪が減少すると予測
気候変動による水資源への影響に係る最新研究では、地域によっては将来
における渇水リスクが高まる可能性
ただし、依然として気候変動の予測は、不確実性が大きく、計画に反映でき
るような定量的な評価を行うまでの精度には至っていない

現状、計画当時と比較して、想定水需要の減少等により水需給バランスが変化
人口減少、ライフスタイルの変化、産業構造の変化、気候変動に伴う蒸発散量の増加、
営農形態の変化による水需要の変化が想定
気候変動適応・緩和策として治水対策、水力発電等の推進によるダム容量等のニーズ
が想定

近年、大規模災害・事故に伴う水供給の途絶等の支障が発生
大河川における大規模な取水堰等において、水供給の支障が生じた場合、国民生活
や社会経済活動等への甚大な影響が懸念
水供給リスクに備えた対応については、現状において十分とは言い難い状況

参考(東京都実績,2020年国勢調査)
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地域区分毎の人口推計

北海道 東北

北関東 南関東

中部 近畿

中国 四国

九州・沖縄 破線：都府県(代表都市圏)

南関東

九州・沖縄

中部
近畿中国

北関東

北海道

四国

東北

東京都

愛知県

福岡県

大阪府

【出典】国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ公表データ「日本の地域別将来推計人口
（平成30年推計,出生率、死亡率いずれも中位）をもとに水資源部にて作成

◆地域区分毎の人口推計

出典:農林水産省(令和5年1月)食料・農業・農村を
めぐる情勢の変化（持続可能な農業の確立）

※白未熟粒とは玄米の胚乳内
のデンプン粒の蓄積が不良で
粒間に隙間ができ、光が乱反
射して白く見えるもの

◆水稲の白未熟粒率予測
(2081年～2100年)

◆将来気候（４℃上昇時）における供給可能量

◆10年確率 代かき期半旬平均流量

出典：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
「気候変動が農業水利用や水資源に与える影響の全国評価マップ」
農村工学研究所 2015年の成果情報

北海道を除く北日本（東北、北陸）で代かき期半旬
平均流量の変化率（将来/現在）が減少傾向

1

紀の川以北への唯一の送水ルートの事故
により、約６万世帯（市内全体の約４割に
あたる約13.8万人）で断水

◆将来の年最深積雪（%）

（注） 現在（灰色、1980～1999年平均）を100%としたときの、21世紀末（2076～2095年平均）における年最深積雪量。
青：2℃上昇シナリオ (RCP2.6)
赤：4℃上昇シナリオ (RCP8.5)

出典： 文部科学省 気象庁
「日本の気候変動2020」

年最深積雪が2℃上昇で約30%、4℃上昇
で約70%減少（全国）

約
30%

約
70%

○ 平成27年答申に基づき水資源政策の取組が進められている一方、気候変動の影響の顕在化、水需要の変化と新たなニーズ
の顕在化、大規模災害・事故による水供給リスクの更なる顕在化等、水資源を巡る様々な情勢変化が見られるようになっている。

白未熟粒は、高温等により
発生するため、温度低下の
ための掛け流し灌漑等によ
る水需要の増が見込まれ
る

【事例２】マイクロンメモリジャパン（広島県東広島市）

✓ 先端メモリ半導体の生産拠点として、現在、生
産設備を拡張中。

【事例４】ラピダス（北海道千歳市）

✓ 次世代半導体の生産拠点として、建設地を決定。

【事例１】JASM（熊本県菊陽町）

✓ 先端ロジック半導体の生産拠点
として、現在、建設中。

【事例３】キオクシア（三重県四日市市、岩手県北上市）

✓ 先端メモリ半導体の生産拠点として、現在、生産
設備を拡張中。

①気候変動の影響の顕在化

水資源を巡る情勢の変化 （平成27年３月答申以降）



2050年カーボンニュートラル
に向けた水力発電の推進

水環境の改善

工業用水の供給

2050年カーボンニュートラルに向けた
上水道や下水道の施設の集約・再編

農業用水の供給

・上水道や下水道の施設の更新やストックの適正化に
合わせた集約・再編によるカーボンニュートラル化

・ダム再生（容量再編、放流機能強化）
・気象予測を活用したダムの運用改善

・発電に使われていない放流水
を活用した水力発電の実施

・産業構造の変化
に応じた水供給

・動植物の生息・生育環境、水質の維
持のための河川流量の回復

・良好な河川景観や潤いある空間形
成等のための 環境用水の導水

・気候変動等による農業用水
需要の変化に応じた水供給

気候変動を踏まえたダムの
治水機能、利水機能の強化

水資源に関する
新たなニーズ、動向

・施設機能の保全

・大規模災害･事故時等による水供給支障への
事前の備え、リスク管理体制の構築

大規模災害・事故時等の最低限の水の確保

水道用水の供給

・人口減少やライフ
スタイルの変化に
応じた水供給

水資源政策の方向性

地表水と地下水を適正に組み合わせ、流域における水循環
の観点からの一体的な管理について中長期的に検討

～ 気候変動や災害、社会情勢の変化等を見据えた流域のあらゆる関係者による総合的な水のマネジメントへ ～

浮 国民が水の恵みを最大限享受できるよう、人口減少、産業構造の変化、気候変動等による農業用水需要の変化に応じた水供

給、2050年カーボンニュートラルに向けた水力発電の推進、上下水道施設の集約・再編、動植物の生息環境の維持や良好な

河川景観の形成、地下水の適正な保全と利用、大規模災害・事故時の最低限の水の確保に加え、水災害の激甚化・頻発化へ

の対応など、様々な社会のニーズに対応し、限りある水資源やインフラを最大限活用。

浮 これらの多様なニーズに対応するためには、総合的な水のマネジメントへと政策展開することが期待。まずはその第一歩として、

国等が、ダム等の水インフラに関わる流域のあらゆる関係者における水利用の点検・見直しを促すとともに、互譲の精神に基づ

く流域の関係者間の連携・協力を促す取組を進め、既存ダム等の有効活用や危機時の最低限の水確保などを推進。

流域のあらゆる関係者の枠組み（イメージ）

○既存利水者
・水道用水 ・工業用水
・農業用水 ・発電

○新たな水需要・ニーズを有する者
・産業誘致 ・水力発電
・水環境の改善 ・洪水調節

○関係都道府県・関係市町村
○関係省庁 ○河川管理者
○施設管理者
※ 関係者は、地域実情や取組む施策によって選定。

また、水供給が流域外に及ぶ場合は、流域外も含む。

※ 既存ダム等の有効活用の枠組において、関係都道府県
に域内の利水者（ダム使用権等を有する者）間調整など
の役割を期待。

※ 水利用調整にあたっては国や都道府県が広域的な視点を
持って調整することが重要。
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対応すべき課題 (1) 
○人口減少、産業構造の変化、水力発電の推進等による水需要の変化に加え、洪

水調節機能の強化など、ダム等の貯水位や貯水容量（以下、ダム容量等）に対する
様々なニーズが顕在化

○地域によっては、現状又は将来の水需要と比較して高い水供給能力を有している
状況が見受けられる。このような地域においては、経営状況と備えるべき渇水規
模の双方を考慮した上で、どの程度の供給能力を確保することが妥当であるかに
ついて、十分に検討する必要

○併せて、水インフラの維持管理・運用の観点から、集約・再編を進めるとともに2050
年CNの観点から、水力発電の増強に資する水系管理についても検討する必要

対応すべき課題 (2)
○気候変動による水資源への影響について、地域によっては渇水リスクが増大する

ことが最新の研究で示唆

○依然として気候変動の予測は、不確実性が大きく、計画に反映できるような定量的
な評価を行うまでの精度には至っていない

○一方で、降雪・融雪や気温上昇に伴う蒸発散量への影響は、その傾向が明確に
なってきていることなどから、将来の気候変動リスクに対して対策が手遅れになら
ないようにする必要

今後の様々な水需要の変化や新たなニーズに対応
するため、流域のあらゆる関係者が有機的に連携し、
流域の総合的な水のマネジメントの推進を図ること
ができるよう、関係者間のより円滑な調整を可能に
するための枠組みの構築が必要

水需給バランス評価等を踏まえた流域の
あらゆる関係者が連携した枠組みの構築

水を可能な限り安定して供給する方策など既存ダム
等を最大限かつ柔軟に有効活用する方法について
速やかに検討する必要
その際、水力発電の推進と洪水調節との両立なども
併せて一体的に検討する必要

対応すべき課題 (3)

○近年、豪雨や地震等の大規模災害や水インフラの老朽化、劣化等による大規模
事故が発生しており、特に大河川における大規模な取水堰等の広域へ大量の
水供給を行う施設であって、かつ代替性が乏しいもの（以下、大規模堰等）にお
ける水供給の支障では、国民生活や社会経済活動等への甚大な影響が懸念

○施設機能の保全に万全を期すこととして、維持管理・更新が行われているが、水
供給に支障が生じる不測の事態に備えることも必要

施設機能の保全に万全を期すとともに、不測の
大規模災害・事故時においても最低限の水を確
保できるよう、平時から検討を進め備えを強化す
る必要

気候変動リスク等を踏まえた
ダム容量の確保・運用の検討

３－１ 流域のあらゆる関係者が連携した既存ダム等の有効活用等による総合的な水のマネジメントの推進

大規模災害・事故による水供給リスクに
備えた最低限の水の確保

３－２ 大規模災害・事故による水供給リスクに備えた最低限の水の確保

3

対応すべき課題と今後の水資源政策の深化・加速化の方向性 本文P9～P11
3-1～3-2



計画当時

河
川
流
量

時間

確保流量
フルプラン開発水量
水利流量（都市用水）
水利流量（農業用水）
維持流量

降水量の減少等による流量の減少

水資源開発施設の枯渇

供給量の不足

水需給バランス評価を踏まえた流域のあらゆる関係者が連携した枠組みの構築

○ ダム使用権等を有する利水者がダムや堰等の施設管理者と連携して、水資源開発水系において渇水リスク評価の一環として
実施している水需給バランス評価を行えるよう、その手法を分かりやすく取りまとめた手引きを作成し公表すべきである。また、
気候変動による水資源への影響分析を進め、適宜、当該手引きに反映すべきである。

○ 流域の利水者における水需給バランス評価の結果を踏まえ、河川管理者、施設管理者、利水者、新たな水需要やダム容量に
対するニーズを持つ者などの流域のあらゆる関係者が連携して、ダム容量等へのニーズや水利用の見直し等の情報共有等
を図るための枠組みを構築すべきである。
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高位の推計

年

水
需
要
推
計
（
1
日
最
大
取
水
量

）

実績 推計

低位の推計

人口、経済、供給過程
等の不確実性を考慮し
た幅を持った需要推計

計画当時

河
川
流
量

時間

確保流量
フルプラン開発水量
水利流量（都市用水）
水利流量（農業用水）
維持流量

供給可能量
フルプラン開発水量
水利流量（都市用水）
水利流量（農業用水）
維持流量

水資源開発施設の
実力低下

降水量の減少等による流量の減少

水需要量の算定 供給可能量の算定

水需給
バランス

評価手引き
（仮称）供給可能量

水
量

需要推計
（高位）

需要推計
（低位）

供給可能量

水
量

需要推計
（高位）

需要推計
（低位）

利水者A
供給力が高い

利水者B
供給力が低い

水需給のひっ迫

議論の土台となる利水者毎の
水需給バランスを適切に評価
（供給実力の把握）

支 援

概ね10年先を
目途とした推計量

地域の個別施策による
今後の増減量

水需要量

（１）不確実性を考慮し、回帰分析等で推計した高位・低位の需要量

（２）企業誘致等により、今後、当該地域で増減が見込まれる需要量

（１） （２）

＜２ケースの流況で算定＞
・近年における10箇年１位相当の渇水時
・既往最大級の渇水時

利水者の使い勝手も考慮し、
簡易な手法も検討

気候変動に係る知見についても適宜、
水需給バランスの点検に考慮

水需給バランス評価の結果 治水機能強化
（気候変動対応）

新たなニーズ
（半導体工場、水力発電）

流域のあらゆる関係者による連携
（水利用の見直しなどにより既存ダムを最大限に有効活用）

＋自流＋地下水＋その他水源

本文P9
3-1(1)



気候変動リスク等を踏まえたダム容量等の確保・運用方策の検討

○ 既存ダム等を最大限活用するための枠組みの構築に加え、気象予測技術を活用して、危機的な渇水への対応、水力発電や
治水対策の推進などの多目的な用途に柔軟に活用できるダム容量等について、確保・運用する方策を早急に検討すべきで
ある。

5

＜ 長時間予測の例 ＞

長時間の気象予測は、依然として不確実性が伴うものの、複数の予測情報をダム操作の判断に活用することで、従来よりも洪水前のリードタイム
が確保でき、柔軟なダム運用が可能。

従来より確保されたリードタイムを活かし、例えば、通常時よりも貯水位を高めに管理することで、気候変動による渇水リスクの低減、水力発電の
増強による2050年カーボンニュートラル実現への寄与や逆にリードタイムを貯水位を低下させる方向に用いた場合には洪水リスクの低減が期待
される。また、柔軟な運用を行うにあたって施設整備が必要な場合は、あわせて検討。

＜ ダム運用のイメージ ＞

洪水貯留準備水位

洪水時最高水位

時間

洪水前リードタイム
拡大による運用水位

洪水が予想される
降雨予測

落差の拡大、発電使用水量の増加

→ 水力発電の増電

余裕を持って貯水位低下が可能であるため、貯水位を計画以上に保持

→ 気候変動による渇水リスクの低減

不確実性の幅が縮小

洪水

事前放流水位

貯水位を計画以下に低下

→ 気候変動による洪水リスクの低減
（更なる水位低下の可能性もあり）

不確実性の縮小に
合わせて柔軟に対応

必要な施設整備も検討

3日前
（従来）

リードタイム拡大

【出典】SIP「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」成果発表シンポジウム資料（令和５年３月）に水資源部が加筆

これまでの決定論的な予測に比べ、より長時間かつ複数の予測情報が得られる。

より長時間かつ
複数の降雨量を
予測

※SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）:府省の枠や旧来の分野を超えたマネジメントにより、科学技術イノベーション実現のために創設した国家プロジェクト

2019年台風19号時の
長時間アンサンブル予測

現状と長時間予測の
リードタイムの違い
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利水者
（水道用水）

利水者
（工業用水）

利水者
（農業用水）

施設管理者

河川管理者

関係自治体B関係自治体A

取水堰被災時取水堰被災時

大規模災害・事故により水供給に支障が生じた場合の最低限の水の確保
検討手順イメージ

⑤あらゆる関係者の連携・協力

6

目標とする水量が確保できない場合には、流域の河川管理者、利水者、
施設管理者などのあらゆる関係者が平時より連携・協力し、緊急的な水
融通などを検討。

①水供給に係る目標設定

利水者の自己水源の状況等も踏まえ、大規模災害及び事故時における
水供給の目標を設定。

（例）危機時の自己水源の事例

千葉県神崎町及び千葉市では、危機
時においては、地下水の利用が可能
（平時の地下水取水からの増量を含
む）。

香川用水では、渇水時の補給又は緊
急時に活用する調整池を整備。

神崎町水道
古原浄水場水源１号井

【出典】千葉県より提供

香川用水調整池（宝山湖）

【出典】水資源機構香川用水HP

②応急給水

大規模災害及び事故時における応急給水計画、支援体制を検討。

早期復旧のための、資機材備蓄等を推進。

③緊急的な水融通等

（例）災害時の支援体制、資機材備蓄等

水資源機構においては、災害時等の資機材の相互
支援を目的とした協定締結を推進。
関係地方整備局と備蓄資機材相互融通に関して「災害時
における災害対策用機材等の相互融通に関する協定」協
定を締結など

また、早期に復旧活動ができるよう、必要な配管材
や発電機、ポンプ等の機材を配備。

資機材備蓄状況
【出典】水資源機構より提供

災害や事故時において、１つの水源から取水できなくなった場合において
も、最低限の水を供給できるよう、緊急水融通や雨水・再生水の活用等に
ついても検討。

④リダンダンシーの確保

整備の容易さにも配慮したリダンダンシー確保の取組を推進。

（例）佐賀県水道用水の事例

（例）リスク管理体制構築にあたっての関係者イメージ

佐賀東部水道企業団では、基
幹管路(φ1100mm)への送水
が不可となった場合のバック
アップ管路(φ450mm)を整備し、
これにより基幹水路事故時に
おいても通常時の80％の送水
が可能。

【出典】第10回水資源開発分科会筑後川部会（佐賀県資料）

○ 大規模堰等においては、施設管理者と利水者が連携し、水供給リスクに備えた応急対応を平時から検討し、これを踏まえて、
利水者が給水の優先順位、最低限の水供給の目標を定め、浄水場間の水融通などの検討に取り組むことを推進すべきである。

○ 目標とする水量が確保できない場合には、河川管理者、利水者、施設管理者などの流域のあらゆる関係者が平時より連携・協
力し、緊急的な水融通などの検討に取り組むことが重要である。
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（３）2050年カーボンニュートラルの実現に向けた水インフラの取組の推進

○ ダムや堰等については、最新の
デジタル技術を活用した遠隔操
作等の導入により、管理の高度
化、省力化を推進することが重
要である。

○ 利水者のインフラ管理について
も、デジタル技術を活用すること
により、水管理の効率化、維持
管理・更新の効率化などを推進
することが重要である。

（１）デジタル技術の活用の推進

○ エンドユーザーにおける渇水リスク、持
続可能な水利用や節水の重要性の認
知度を上げることが重要である。

○ 受益地域と水源地域の相互理解・交流
の推進することが重要である。

○ 地域の実情に応じた渇水による生活や
社会経済活動への具体的な影響につ
いて、子供から大人まで伝わる効果的
な手法により、広報・普及啓発すること
が重要である。

（２）将来の危機的な渇水に関する広報・普及啓発

(例)福岡市の節水広報

福岡市では、４つのポイントによる広
報活動で、市民が高い節水意識を
有している（節水を心がけでいる割
合が全国80.5％に対して91.1％）。

【出典】福岡市HPの「節水の日」ページから水資源部で作成ドローンによる施設点検 遠隔支援による設備点検

AI等による予測

○ 徹底した省エネルギー化に向けて、水インフラの管理運営においては、今後更新される施設は2050年以降も利活用される可能性が高いことを考慮し、カーボン
ニュートラルに向けた社会全体の取組や技術開発を踏まえた施設や設備の更新を行うとともに、ストックの適正化に合わせた施設の集約・再編においてカーボ
ンニュートラルの観点から検討することも重要である。

水道用水

工業用水

農業用水

P

ダム

更なる増電 砂防・治山ダムの流水

下水処理水水道用水

ビルの循環水、工業用水

農業用水

既設発電所の放流水

【写真出典】
全国小水力利用推進協議会HP

施設配置の
再編

減水区間 調整・協議

良好な河川環境の保全
に必要な流量の確保

【出典】岸和田市上下水道局 流木配水場内に流木発電所に水資源部で加筆

大阪広域水道企業団から水道管で送られてくる水
の圧力を利用した小水力発電設備が設置されており、
この設備で発電した電力は流木配水場から葛城配水
場に水を送るポンプの動力として活用。

上水道施設への発電設備設置事例

水資源政策の深化・加速化に向けた重要事項

2050年カーボンニュートラルに向けた水インフラにおける取組イメージ（例）
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